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持
続
可
能
な
公
共
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
を

こ
れ
ま
で
現
業
職
場
、
と
り

わ
け
清
掃
職
場
は
、政
府
の「
簡

素
で
効
率
的
な
行
政
運
営
」
政

策
の
も
と
、
人
員
削
減
を
は
じ

め
、「
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
改
革
」

「
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
方
式
」
な

ど
の
導
入
、
さ
ら
に
賃
金
抑
制

な
ど
、
コ
ス
ト
論
の
み
を
理
由

と
し
た
合
理
化
が
強
硬
に
推
し

進
め
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
こ
う

し
た
動
向
は
、
通
常
業
務
に
支

障
を
き
た
す
恐
れ
が
あ
る
と
と

も
に
、
地
域
実
情
に
応
じ
た
公

共
サ
ー
ビ
ス
で
は
な
く
、
全
国

一
律
的
な
政
策
に
偏
る
ば
か
り

か
、
災
害
時
で
は
、
災
害
ご
み

の
収
集
・
撤
去
、
イ
ン
フ
ラ
の

対
応
な
ど
、
発
災
時
の
初
期
対

応
や
復
興
の
遅
れ
に
直
結
す
る

重
大
な
問
題
で
あ
り
ま
す
。
さ

ら
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
拡
大
を
受
け
、
区
民
の

安
全
で
安
心
な
生
活
環
境
を
守

る
た
め
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
公

共
サ
ー
ビ
ス
の
安
定
的
な
提
供

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

ま
さ
に
今
こ
そ
、
地
域
公
共

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
清

掃
職
場
に
お
け
る
課
題
を
解
決

す
る
た
め
に
全
力
で
取
組
む
必

要
が
あ
り
、
持
続
可
能
な
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
安
定
的
な
提
供
が

可
能
と
な
る
体
制
の
維
持
・
拡

充
に
む
け
、
新
規
採
用
を
勝
ち

取
る
こ
と
を
最
重
要
課
題
と

し
、
取
組
み
を
進
め
て
い
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

こ
の
間
、
自
治
労
が
通
年
闘

争
と
位
置
付
け
、
人
員
確
保
闘

争
と
現
業
統
一
闘
争
を
一
体
の

も
の
と
し
て
取
組
み
4
年
が
経

過
し
ま
し
た
が
、
昨
年
初
め
て

前
年
度
を
下
回
る
闘
争
結
果
と

な
り
ま
し
た
。
前
年
度
の
闘
争

で
取
組
み
が
後
退
し
た
要
因
と

し
て
、
感
染
症
の
拡
大
や
衆
議

院
選
挙
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す

が
、出
来
な
い
理
由
で
は
な
く
、

ど
う
す
れ
ば
取
組
み
の
向
上
と

な
る
か
議
論
を
す
る
こ
と
が
重

要
で
あ
り
ま
す
。各
職
場
で
は
、

感
染
症
の
拡
大
防
止
や
災
害
対

策
を
含
め
、
多
く
の
課
題
を
抱

え
つ
つ
、
地
域
公
共
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

課
題
解
決
に
む
け
、
自
治
労
に

結
集
し
す
べ
て
の
支
部
で
取
組

み
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。現

場
力
の
回
復
に
よ
る

質
の
高
い
公
共
サ
ー
ビ

ス
の
確
立
を

近
年
多
発
す
る
自
然
災
害
や

感
染
症
の
拡
大
な
ど
、
こ
れ
ま

で
経
験
し
た
こ
と
が
な
い
よ
う

な
状
況
で
あ
っ
て
も
、
我
わ
れ

は
区
民
の
生
命
と
暮
ら
し
を
守

る
た
め
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
し
続
け
て
い
ま
す
。
現
場
の

最
前
線
で
働
く
我
わ
れ
が
取
組

む
政
策
要
求
を
は
じ
め
、
職
場

改
善
要
求
は
、
区
民
福
祉
の
向

上
、
さ
ら
に
は
自
治
体
現
場
力

の
回
復
に
よ
る
質
の
高
い
公
共

サ
ー
ビ
ス
を
確
立
す
る
た
め
で

あ
り
ま
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に
よ
り
、

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
重
要
性
と
脆

弱
さ
が
広
く
認
知
さ
れ
、
社
会

基
盤
の
歪
み
と
限
界
が
露
呈

し
、
区
民
生
活
に
痛
み
が
伴
っ

て
い
る
状
況
で
あ
る
か
ら
こ

そ
、
現
場
力
の
回
復
に
よ
る
質

の
高
い
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
確
立

や
緊
急
事
態
へ
の
対
応
を
含
め

た
人
員
確
保
を
求
め
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
あ
り
ま
す
。
こ
の

間
、
清
掃
職
場
で
は
、
コ
ス
ト

論
の
み
の
合
理
化
が
半
ば
強
引

に
推
し
進
め
ら
れ
て
き
ま
し

た
。
区
移
管
以
降
、
採
用
が
さ

れ
て
い
な
い
区
が
5
区
も
存
在

す
る
こ
と
や
、
継
続
的
な
新
規

採
用
も
さ
れ
な
い
区
も
多
く
な

る
中
、
10
年
後
、
20
年
後
に
お

い
て
も
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
に

質
の
高
い
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
を
担
う
職
場
と
な
る
よ
う
、

当
局
に
対
し
追
求
す
る
こ
と
が

重
要
で
あ
り
ま
す
。

新
た
な
業
務
は
直
営
を

勝
ち
取
ろ
う

我
わ
れ
が
担
う
清
掃
事
業
は

「
ご
み
の
減
量
・
資
源
化
の
促

進
」「
不
適
正
搬
入
物
対
策
」「
地

域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の
変
化
に

よ
る
集
積
所
問
題
や
高
齢
者
へ

の
対
応
」「
災
害
時
の
ご
み
処

理
問
題
」
な
ど
、
時
代
と
と
も

に
問
題
や
課
題
が
多
様
化
し
増

大
し
て
い
ま
す
。
と
り
わ
け
資

源
化
に
つ
い
て
は
、
昨
年
の
国

会
で
「
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
に
係
る

資
源
循
環
の
促
進
等
に
関
す
る

法
律
」の
可
決
・
成
立
を
受
け
、

さ
ら
な
る
資
源
化
に
向
け
た
取

組
み
が
推
進
さ
れ
る
こ
と
に
よ

り
、
新
た
な
業
務
が
展
開
さ
れ

る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
こ

れ
ま
で
、
我
わ
れ
は
質
の
高
い

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
実
現
に
向
け

て
、
清
掃
事
業
に
付
加
価
値
を

高
め
た
も
の
を
自
ら
が
政
策
提

言
し
実
現
し
て
き
ま
し
た
。
ま

た
、
大
規
模
災
害
時
に
は
被
災

自
治
体
へ
の
復
旧
・
復
興
の
支

援
に
取
組
み
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
流
行
下
に
お

い
て
も
、
事
業
を
止
め
な
い
よ

う
感
染
対
策
も
含
め
て
奮
闘
を

続
け
て
き
ま
し
た
。

23
区
全
体
で
新
規
採
用

を
勝
ち
取
ろ
う

自
治
労
の
統
一
闘
争
の
意
義

は
、
す
べ
て
の
単
組
が
統
一
基

準
日
に
向
け
て
結
集
し
、
取
組

み
を
強
化
す
る
こ
と
で
あ
り
ま

す
。
さ
ら
に
は
、
働
く
者
の
処

遇
改
善
、
労
働
運
動
の
底
上
げ

を
目
指
す
と
同
時
に
、
災
害
時

の
緊
急
対
応
や
公
共
サ
ー
ビ
ス

と
し
て
の
質
の
向
上
を
目
指
す

社
会
的
労
働
運
動
に
あ
り
ま

す
。
こ
の
こ
と
に
自
信
と
誇
り

を
持
ち
、わ
が
組
合
は
引
続
き
、

自
治
体
現
場
力
の
回
復
に
よ

る
、
必
要
な
人
員
確
保
と
賃
金

・
労
働
条
件
の
向
上
を
追
求
し

て
い
き
ま
す
。
昨
年
は
9
区
と

一
組
で
44
名
の
新
し
い
仲
間
が

採
用
さ
れ
ま
し
た
。
今
後
も
こ

の
勢
い
を
止
め
る
こ
と
な
く
、

継
続
し
た
新
規
採
用
を
求
め
る

と
と
も
に
、
23
区
全
区
で
の
採

用
を
勝
ち
取
る
た
め
に
、
取
組

み
を
強
化
し
て
い
き
ま
す
。

い
ま
だ
感
染
の
収
束
の
見
通

し
が
見
え
な
い
中
、
現
場
職
員

の
底
力
が
問
わ
れ
て
い
る
今
こ

そ
、
2
0
2
2
現
業
統
一
闘
争

を
各
支
部
で
取
組
み
、
公
共
サ

ー
ビ
ス
の
維
持
・
向
上
に
繋
が

る
成
果
の
獲
得
に
む
け
、
取
組

み
を
強
化
し
て
い
か
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
厳
し
い
時
だ
か

ら
こ
そ
、
必
要
な
の
は
�
団
結

の
力
�
で
す
。
全
区
で
の
新
規

採
用
獲
得
を
目
指
し
、
安
心
・

安
全
で
質
の
高
い
、
持
続
可
能

な
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
確
立
す
る

た
め
闘
い
抜
き
ま
し
ょ
う
！

（
泉
田

和
明
）

2
0
2
2
現
業
統
一
闘
争
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。
23

区
で
は
、
昨
年
度
9
区
と
一
組
で
44
名
の
新
し
い
仲
間

が
採
用
さ
れ
ま
し
た
。
今
後
も
こ
の
勢
い
を
止
め
る
こ

と
な
く
、
継
続
し
た
新
規
採
用
を
求
め
る
と
と
も
に
、

全
区
で
の
採
用
を
勝
ち
取
る
た
め
に
、
取
組
み
を
強
化

し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

2022年 月 日

○○区
区長 ○○ ○○ 様

全全日日本本自自治治団団体体労労働働組組合合東東京京都都本本部部
中中央央執執行行委委員員長長 染染 裕裕之之

同同 現現業業評評議議会会議議長長 吉吉野野 徹徹也也

東東京京清清掃掃労労働働組組合合
中中央央執執行行委委員員長長 江江森森 秀秀稔稔

東東京京清清掃掃労労働働組組合合○○○○（（総総））支支部部
執執行行委委員員長長 ○○○○ ○○○○

清掃職員の人員確保に関する要求書

日頃より、区職員の労働条件および資源循環・環境保全型清掃事業の確立に
向けた貴職のご尽力に敬意を表します。
23特別区の清掃事業は、地域住民の安全・安心な住環境を保障する公共サー
ビスの最前線であり、その最前線で働く清掃職員の役割は、地域住民の視点で
地域住民の立場に立った政策展開、地域公共サービスの拡充をはかるうえで不
可欠な存在です。
また、新型コロナウイルス感染症が猛威を振るっている状況下において、感
染のリスクや不安を抱えながらも、区民の衛生的な生活環境を守るために日夜
奮闘していることからも、その必要性は明らかです。
安心・安全で質の高い公共サービスを安定して提供するためには、業務量に
見合った人員の確保や災害時に即応できる体制の整備が必要不可欠です。特
に、区民と直接ふれあう機会の多い清掃職員は、地域の様々な情報を経年的に
把握する立場にあり、区政への更なる貢献ができると確信しています。
こうした観点から、私たちは、清掃職員の人員確保について下記のとおり要
求します。

記

1．新型コロナウイルス感染症の影響が深刻化するなか、エッセンシャルワー
カーである清掃職員は、感染への不安を抱えながら、安心で安全な区民生活
を守るため、日夜公共サービスを安定的に提供している。そのため、今後も
徹底した感染防止対策を講じるとともに、業務量の増加に伴う必要人員を適
切に配置すること。

2．公務の運営においては、正規職員を中心とすることを前提とし、恒常的・
基幹的業務については、正規職員を配置すること。また、退職不補充方針を
撤廃し、正規職員が退職した場合は、新規採用により正規職員を配置するこ
と。

3．少子高齢化・人口減少社会など、様々な社会問題に対応し、かつ安心・安
全で質の高い、持続可能な公共サービスを安定的に提供することが求められ
ている。そのためにも清掃職員が現場で培ったノウハウや、知識・経験を継
承していくことが極めて重要であることから、毎年の継続した新規採用を行
うこと。

4．2022年4月時点における欠員については、正規職員で早期に補充するこ
と。また、2023年度人員体制・新規採用者数については、事前協議と労使合
意を前提とし、採用選考のスケジュールを明らかにすること。

5．60歳超の職員については、加齢に伴う身体機能の低下を考慮し、65歳まで
安心して働ける業務を確立すること。

6．清掃事業は、排出指導や環境学習を通じ住民・事業者等とふれあうこと
で、地域の多様な情報を把握している。大規模災害の際には、直営職員が保
有している情報等を組み入れることで、速やかな対応が実現できる。その為、
清掃職場の直営体制を維持するとともに、緊急時対応を可能とする人員を確
保すること。

7．清掃職場は他の職場と比較しても、公務・労働災害の発生件数や重大災害
が極めて多い職場である。労働安全衛生委員会を通じて原因究明を行うとと
もに、再発防止に向けた取組を強化すること。併せて、夏季には熱中症の災
害防止をはかるため、対策車を含めた夏期対策を講じること。

8．住民の生命や暮らしを守るため感染リスクと向き合いながら地域公共サー
ビスを守り続けているすべての職員において、業務外での感染が明らかな場
合を除き、公務災害として取り扱うとともに、感染が疑われる場合において
も、適切な休暇制度を設けること。

9．社会インフラを担うエッセンシャルワーカーに対する定期的なＰＣＲ検査
の実施など感染症対策を強化するとともに、特殊勤務手当に特例措置を設
け、増額すること。

10．改正地方公務員法ならびに改正地方自治法の趣旨を踏まえ、「同一労働・
同一賃金」の実現にむけ、会計年度任用職員の賃金・労働条件を改善するこ
と。

11．新たな民間委託の導入や職場定数の見直しについては、労使協議・労使合
意を前提とし、一方的な変更は行わないこと。

12．障害特性に応じた合理的配慮の提供と障害の種別を超えた雇用促進をはか
り、法定雇用率を上回る雇用を確保すること。

（13．支部の独自要求についても、誠実に回答すること。）

以上、労使で合意したときは、労働協約として締結すること。

回答については、2022年5月19日（木）までに行うこと。

以 上

編 集 責 任
企画・総務局
渡 辺 歩

第1057号せ い そ う 労 働 者（１）2022年5月6日


